
――「2030年ビジョン」から、バック
キャスティングしながらステップを描
いています。
栗田　2030年ビジョンでは、「新た
な価値創出－独自技術を強みとした
価値創造で持続可能な未来社会に貢
献するグローバル企業集団へ」をス
ローガンに掲げました。ここで挙げ
た独自技術には、「モビリティ」「環
境」「ライフサイエンス」「ファイン
ケミカル」の4つの要素があります。
これらの分野で求められるソリュー
ションを念頭に、実現に必要な技術
を強化、獲得していく方針です。
――各事業と海外展開では、どのよう
な取り組みを進めていますか。
栗田　樹脂加工製品事業では、自動
車外装の樹脂化による部品数増加
や、車内のリビング化ニーズへの対
応による付加価値向上を目指してい
ます。環境への配慮を強化するとと
もに、他企業との連携を進め、モビ
リティ社会に貢献したいと考えてい
ます。
　ケミカル事業では、高機能フィル
ム製造と化学品の製造受託を収益の
柱に据え、先進的なものづくりを推
進します。商社とメーカーの機能を
併せ持つ強みを生かし、社会課題の
解決に資するソリューションを提供
していきます。
　新規事業となるヘルスケア事業で
は、微生物の集合体「マイクロバイオ
ーム」に特化した企業への出資を決
定しました。今後は信頼関係の構築
に努め、お互いが事業拡大を図れる
環境づくりを目指します。
　海外展開については最新の地政学
動向を踏まえ、リスクを分析してい
ます。現在、世界に60以上の拠点を

設置していますが、今後はアジア戦
略が一層重要になるでしょう。
――ユニークな形でサステナビリティ
を推進しています。内容について教え
てください。
栗田　22年度から、グループ一体で
のサステナビリティ推進活動を本格
的に開始しました。多くの企業で
は、まず国内から活動を開始し、そ
の後海外に広げるスタイルを採用し
ていますが、当社は国内と海外で並
行して推進することを重視し、グル
ープが一体となって取り組む姿勢を
強く打ち出しました。現在では国内
外の社員からサステナビリティに関
する施策がボトムアップで提案され
るようになるなど、確かな手応えを
感じています。

体制を見直し「新生森六」始動

――「新生森六」を始動しました。狙
いを教えてください。
栗田　08年に各事業会社の効率的
な成長を目指して持ち株会社体制を
導入したことで、グローバルビジネ
スの基盤を確立できました。一方で、

意思決定の迅速化やグループ内の連
携強化が求められていることから、
検討を重ねた結果、事業持ち株会社
への移行を決定しました。
　今後はさらにコーポレートガバナ
ンスを強化するとともに、経営革新
の実現を目指して挑戦し続けなけれ
ばなりません。そのための「新生森
六」体制を現在検討中です。
――社会が環境問題、戦争などの未曽
有の危機に直面している現在、企業トッ
プとしてどのような思いを抱いていま
すか。
栗田　不確実性とリスクが存在する
環境下にあっても、常に正しい経営
判断を行なうことがトップの役割で
あると認識しています。
　社員には、常に「逆境はチャンス
になる」という言葉を発信していま
す。例えば、コロナ禍はビジネスに
深刻な影響を及ぼしましたが、一方
では全業務のリモートワークが実現
するといった成果をもたらしまし
た。今後も創造力を養い、新しい事
業に挑戦する意欲を持って臨んでほ
しいと願っています。

森六ホールディングス

――360周年を迎えた森六グループ
の振り返りと、400年企業に向けての
抱負を聞かせてください。
栗田　2023年3月に創業360年を迎
えました。改めて歴史を振り返り、
先人たちが挑戦し、拡充してきた事
業に対して、強く尊敬の念を抱いた
1年でした。
　1663年に阿波国（徳島県）で藍染
の商いを始めた後、一念発起して江

戸へ進出した創業者の勇気と実行力
は、当社の社風として現在も息づい
ています。象徴的な出来事として
は、1964年に開始した本田技研工
業向け樹脂部品製造があります。同
社の二輪車、スーパーカブ用のフェ
ンダー（泥よけ）が鉄製から樹脂製
になるのに合わせて始めた事業で
す。それまでは商社でしたが、本格
的なものづくりに取り組むきっかけ

となる大きな転換点でした。
　当社の経営理念には「未来を先取
りする創造力と優れた技術で高い価
値を共創する」という一文がありま
す。400年企業を目指すに当たり、
サステナビリティ経営の推進や組織
改革を行ない、社会に貢献する企業
としての価値を一層高めるために
も、この理念を大切にしたいと考え
ています。

未来戦略インタビュー

未来を見据え新たな歴史を開く
「商社」と「メーカー」の機能を併せ持つ特徴を生かし、多様な顧客ニーズに応える。
創業400年に向けて事業体制を刷新し、社会課題の解決に取り組む。
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■ 2030年に向け森六グループが目指すサステナビリティの指針

経営理念を原点として、中期経
営計画の達成を目指すとともに、
2030年以降も継続するサステ
ナビリティの方向性を示す
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